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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成22年６月23日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）に訂正すべき

事項がありますので、これを訂正するために本訂正届出書を提出するものです。

２【訂正の内容】

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正し、下

線部　　　は訂正内容を示します。＜更新後＞に記載している内容は、原届出書が更新されます。

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（2）【ファンドの仕組み】

③　委託会社等の概況

＜訂正前＞

（A）資本金　11億5,500万円（平成22年４月30日現在）

（略）

（C）大株主の状況

（平成22年４月30日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 所有比率

日本アジアホールディングズ

株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目３番２号

郵船ビル５階
4,600株 100％

＜訂正後＞

（A）資本金　11億5,500万円（平成22年10月31日現在）

（略）

（C）大株主の状況

（平成22年10月31日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 所有比率

日本アジアホールディングズ

株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目３番２号

郵船ビル５階
4,600株 100％

２【投資方針】

（3）【運用体制】

（略）

＜訂正前＞

運用を担当する運用部門（４名程度）、顧客とのリレーションを担当する営業部門（８名程度）、商

品開発および有価証券届出書・目論見書等の作成を担当する企画部門（６名程度）、ファンド計理・

トレーディングを担当する業務部門（11名程度）、運用実績の評価・分析・情報開示（レポーティン

グ・法定運用報告書）を担当する分析・レポーティング部門（５名程度）ならびにコンプライアンス

・内部監査を担当する内部統制部門（２名程度）は、当社規程に従って、業務を分担しかつ相互に牽制

機能を果たすことによって、全体として質の高い運用サービスを提供しております。

＜訂正後＞

運用を担当する運用部門（７名程度）、顧客とのリレーションを担当する営業部門（７名程度）、商

品開発、有価証券届出書・目論見書および法定運用報告書等の作成を担当する企画部門（４名程度）、

ファンド計理・トレーディングを担当する業務部門（12名程度）、運用実績の評価・分析・情報開示
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（レポーティング）を担当する分析・レポーティング部門（３名程度）ならびにコンプライアンス・

内部監査を担当する内部統制部門（２名程度）は、当社規程に従って、業務を分担しかつ相互に牽制機

能を果たすことによって、全体として質の高い運用サービスを提供しております。

（略）

＜訂正前＞

※　上記の運用体制は、平成22年４月30日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。

＜訂正後＞

※　上記の運用体制は、平成22年10月31日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。

３【投資リスク】

（2）投資リスクに対する管理体制

（略）

＜訂正前＞

※　上記の管理体制は、平成22年４月30日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。

＜訂正後＞

※　上記の管理体制は、平成22年10月31日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。

５【運用状況】

＜更新後＞

以下は、平成22年10月29日現在の投資状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいい、「国・地域」は発行体の

国籍を示しております。

（1）【投資状況】

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託

受益証券

ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラ

ル　ファンド
ケイマン 800,229,55988.89

ユナイテッド日本債券ベビーファン

ド（適格機関投資家向け）
日本 29,385,380 3.26

小計 829,614,93992.15

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 70,664,776 7.85

合計（純資産総額） 900,279,715100.00

（参考情報）ファンドが投資する投資信託受益証券の投資状況

①　ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンド

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 807,236,78091.98

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 70,373,919 8.02

合計（純資産総額） 877,610,699100.00

（注１）現金・預金・その他の資産（負債控除後）には、株式（売建）およびエクイティ・スワップ

による損益を含みます。
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（注２）株式（売建）の時価合計は、787,637,150円、投資比率は89.75％です。

（注３）当ファンドにおきましては、モルガン・スタンレー・アンド・コー・インターナショナル・

リミテッド（所在地：UK）を取引の相手方としてエクイティ・スワップ（有価証券店頭指数

等スワップ取引）に投資しております。

②　ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託

受益証券

ユナイテッド日本債券マザーファ

ンド
日本 637,282,10398.82

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 7,636,254 1.18

合計（純資産総額） 644,918,357100.00

＜親投資信託受益証券の投資状況＞

ユナイテッド日本債券マザーファンド

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

国債証券 日本 213,644,800 33.53

地方債証券 日本 202,554,000 31.78

特殊債券 日本 86,611,397 13.59

社債券 日本 101,795,000 15.97

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 32,691,587 5.13

合計（純資産総額） 637,296,784 100.00

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順

位

国・

地域
種類 銘柄名

数量

（口数）

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

投資

比率

（％）

1
ケイ

マン

投資信託

受益証券

ニチ・ベイ マー

ケット

ニュートラル ファ

ンド

79,9519,919793,033,96910,009800,229,55988.89

2 日本
投資信託

受益証券

ユナイテッド日本債

券

ベビーファンド

（適格機関投資家向

け）

27,732,5221.052229,180,1591.059629,385,3803.26

種類別投資比率

種類 投資比率（％）

投資信託受益証券 92.15
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合計 92.15

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（参考情報）

１．ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの投資資産

①　ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの投資有価証券の主要銘柄

（買建）

順

位

国・

地域
種類 銘柄名 業種

株数

（株）

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

投資

比率

（％）

1 日本 株式 旭化成 化学 44,000474.6920,886,34947320,812,0002.37

2 日本 株式
オリエンタルラン

ド
サービス業 2,3007,492.5617,232,8897,80017,940,0002.04

3 日本 株式 武田薬品工業 医薬品 4,7003,850.0518,095,2343,77017,719,0002.02

4 日本 株式 日本電産 電気機器 2,2008,161.7217,955,7897,96017,512,0002.00

5 日本 株式 丸一鋼管 鉄鋼 10,6001,638.2217,365,1401,59316,885,8001.92

6 日本 株式 大和ハウス工業 建設業 19,000952.5418,098,23586916,511,0001.88

7 日本 株式 日本オラクル
情報・

通信業
4,5004,192.8518,867,8343,66016,470,0001.88

8 日本 株式 上組
倉庫・運輸

関連業
26,000652.6916,969,92662916,354,0001.86

9 日本 株式 東海旅客鉄道 陸運業 26720,654.4218,737,015609,00015,834,0001.80

10日本 株式
東京海上ホール

ディングス
保険業 6,8002,399.5416,316,8732,26815,422,4001.76

11日本 株式 ファナック 電気機器 1,3009,652.5012,548,24811,65015,145,0001.73

12日本 株式 三菱電機 電気機器 20,000829.9616,599,24475515,100,0001.72

13日本 株式 石油資源開発 鉱業 4,8003,265.8915,676,2663,07514,760,0001.68

14日本 株式 大同特殊鋼 鉄鋼 36,000393.7414,174,66641014,760,0001.68

15日本 株式 電通 サービス業 7,7002,244.2017,280,3481,89814,614,6001.67

16日本 株式 大東建託 建設業 3,0005,152.3415,457,0124,86014,580,0001.66

17日本 株式 富士重工業 輸送用機器 26,000483.1012,560,65355714,482,0001.65

18日本 株式 ヤフー
情報・

通信業
51330,062.0215,421,81628,16014,446,0801.65

19日本 株式 シスメックス 電気機器 2,6005,199.6713,519,1395,52014,352,0001.64

20日本 株式 ヤマハ発動機 輸送用機器 11,1001,271.6514,115,3361,23613,719,6001.56

21日本 株式 東京瓦斯
電気・

ガス業
36,000400.9314,433,56137913,644,0001.55

22日本 株式 ＳＭＣ 機械 1,10011,687.4012,856,14012,30013,530,0001.54
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23日本 株式
三菱ケミカルホー

ルディングス
化学 32,500473.8015,398,65541513,487,5001.54

24日本 株式

ソニーフィナン

シャルホールディ

ングス

保険業 48278,711.4213,378,148280,00013,440,0001.53

25日本 株式 スズケン 卸売業 5,3003,007.7815,941,2212,53113,414,3001.53

26日本 株式
セガサミーホール

ディングス
機械 10,1001,173.0311,847,6331,31413,271,4001.51

27日本 株式 ソフトバンク
情報・

通信業
5,0002,134.2210,671,1052,59012,950,0001.48

28日本 株式 ソニー 電気機器 4,8002,440.6211,714,9612,69012,912,0001.47

29日本 株式 神戸製鋼所 鉄鋼 72,000192.2213,839,75717712,744,0001.45

30日本 株式 ユニー 小売業 18,600697.1112,966,24967112,480,6001.42

（売建）

順

位

国・

地域
種類 銘柄名 業種

株数

（株）

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

投資

比率

（％）

1 日本 株式
阪急阪神ホール

ディングス
陸運業 45,000 417.9918,809,47538617,370,0001.98

2 日本 株式 大正製薬 医薬品 10,0001,730.0117,300,0771,69216,920,0001.93

3 日本 株式
ベネッセホール

ディングス
サービス業 4,3003,885.6516,708,3163,86516,619,5001.89

4 日本 株式 静岡銀行 銀行業 24,000 758.6118,206,71669016,560,0001.89

5 日本 株式
日本製紙グルー

プ本社
パルプ・紙 7,9002,242.1617,713,0622,04616,163,4001.84

6 日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 5,6002,959.8216,574,9682,85916,010,4001.82

7 日本 株式 ヒロセ電機 電気機器 1,9009,921.4318,850,7088,10015,390,0001.75

8 日本 株式 住友金属鉱山 非鉄金属 12,0001,130.6413,567,6551,27815,336,0001.75

9 日本 株式 ＫＤＤＩ
情報・

通信業
35 421,317.1414,746,100433,50015,172,5001.73

10日本 株式 ＳＡＮＫＹＯ 機械 3,5004,384.4715,345,6394,29015,015,0001.71

11日本 株式 キッコーマン 食料品 17,000 961.6216,347,46086814,756,0001.68

12日本 株式 ローム 電気機器 2,9006,407.7818,582,5655,02014,558,0001.66

13日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 4,9002,819.1413,813,7682,93714,391,3001.64

14日本 株式 三菱重工業 機械 49,000 312.6515,319,87029314,357,0001.64

15日本 株式 小野薬品工業 医薬品 4,1003,629.7714,882,0453,42014,022,0001.60

16日本 株式 スズキ 輸送用機器 7,1001,806.3512,825,1071,96313,937,3001.59

17日本 株式 東宝
情報・

通信業
11,2001,520.8717,033,7421,24213,910,4001.59

18日本 株式 東北電力
電気・

ガス業
7,6001,969.5914,968,8681,80713,733,2001.56
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19日本 株式

ジェイ　エフ　

イー　ホールディ

ングス

鉄鋼 5,4002,668.3014,408,8362,51213,564,8001.55

20日本 株式 日本電気 電気機器 59,000 248.6314,669,13122413,216,0001.51

21日本 株式

バンダイナムコ

ホールディング

ス

その他製品 17,800 826.7414,715,98474213,207,6001.50

22日本 株式 近畿日本鉄道 陸運業 49,000 339.1116,616,35125512,495,0001.42

23日本 株式 大陽日酸 化学 19,000 722.9613,736,19764712,293,0001.40

24日本 株式 セブン銀行 銀行業 82 170,915.9914,015,111144,90011,881,8001.35

25日本 株式 中国電力
電気・

ガス業
7,2001,924.7313,858,0251,62411,692,8001.33

26日本 株式 東芝 電気機器 29,000 388.8411,276,48840311,687,0001.33

27日本 株式 新日本製鐵 鉄鋼 46,000 301.9413,889,44225311,638,0001.33

28日本 株式

ＭＳ＆ＡＤイン

シュアランスグ

ループホール

ディングス

保険業 6,0002,377.0914,262,5441,93311,598,0001.32

29日本 株式 トクヤマ 化学 26,000 472.0012,272,05044111,466,0001.31

30日本 株式 クボタ 機械 16,000 753.8212,061,17471611,456,0001.31

ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの投資有価証券の種類別及び業種別投資比率

（買建）

国内・外国 種類 業種 投資比率（％）

国内 株式 電気機器 11.61

化学 11.01

情報・通信業 10.12

サービス業 6.90

輸送用機器 6.84

鉄鋼 5.22

建設業 5.17

機械 4.81

卸売業 3.84

銀行業 3.76

保険業 3.29

小売業 2.96

電気・ガス業 2.59

医薬品 2.02

倉庫・運輸関連業 1.86

陸運業 1.80

鉱業 1.68

ガラス・土石製品 1.44

EDINET提出書類

ユナイテッド投信投資顧問株式会社(E11776)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/43



その他金融業 1.32

金属製品 0.86

非鉄金属 0.29

投資証券 2.59

合計 　 91.98

（売建）

国内・外国 種類 業種 投資比率（％）

国内 株式 輸送用機器 8.29

電気機器 8.27

機械 7.22

医薬品 6.03

化学 5.93

銀行業 5.88

情報・通信業 5.50

陸運業 4.99

鉄鋼 4.06

不動産業 3.88

電気・ガス業 3.41

保険業 3.23

サービス業 2.91

精密機器 2.83

食料品 2.74

証券、商品先物取引業 2.39

建設業 2.07

卸売業 1.85

パルプ・紙 1.84

非鉄金属 1.75

その他製品 1.50

繊維製品 1.30

ガラス・土石製品 0.97

石油・石炭製品 0.76

その他金融業 0.15

合計 　 　 89.75

②　ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの投資不動産物件

該当事項はありません。

③　当ファンドにおきましては、モルガン・スタンレー・アンド・コー・インターナショナル・リミ

テッド（所在地：UK）を取引の相手方としてエクイティ・スワップ（有価証券店頭指数等スワップ

取引）に投資しております。
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２．ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）の投資資産

①　ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）の投資有価証券の主要銘柄

順

位

国・

地域
種類 銘柄名

数量

（口数）

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

投資

比率

（％）

1 日本
親投資信託

受益証券

ユナイテッド日本債

券マザーファンド
548,624,4001.1289619,369,3311.1616637,282,10398.82

ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）の種類別投資比率

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 98.82

合計 98.82

②　ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）の投資不動産物件

該当事項はありません。

③　ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）のその他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

＜親投資信託受益証券の投資資産＞

①　ユナイテッド日本債券マザーファンドの投資有価証券の主要銘柄

順

位

国・

地域
種類 銘柄名

数量

（券面総額）

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

利率

（％）
償還期限

投資

比率

(％)

1 日本
国債

証券

第282回利付国債

（10年）
100,000,000107.83107,834,000107.71107,711,0001.72016/9/2016.90

2 日本 社債券

第498回東京電力株

式会社社債（一般担

保付）

100,000,000101.95101,952,000101.79101,795,0001.12012/12/1315.97

3 日本
地方債

証券

第28回大阪府公募公

債

（5年）

100,000,000101.50101,509,000101.43101,436,0001.32012/3/2915.92

4 日本
地方債

証券

福岡県公募公債第22

回3号
100,000,000100.44100,448,000101.11101,118,0001.112020/8/2415.87

5 日本
特殊

債券

第14回貸付債権担保

Ｓ種住宅金融支援機

構債券

83,102,000104.0386,451,010104.2286,611,3971.72032/5/1013.59

6 日本
国債

証券

第30回利付国債

（30年）
40,000,000109.1043,641,200106.9742,791,6002.32039/3/206.71

7 日本
国債

証券

第58回利付国債

（20年）
30,000,000107.6032,280,000108.1732,452,8001.92022/9/205.09

8 日本
国債

証券

第109回利付国債

（20年）
30,000,000103.1030,930,000102.2930,689,4001.92029/3/204.82

ユナイテッド日本債券マザーファンドの種類別投資比率
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種類 投資比率（％）

国債証券 33.53

地方債証券 31.78

特殊債券 13.59

社債券 15.97

合計 94.87

②　ユナイテッド日本債券マザーファンドの投資不動産物件

該当事項はありません。

③　ユナイテッド日本債券マザーファンドのその他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

（3）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成22年10月29日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期末の純資産の推移は

次の通りです。

期 年月日

純資産総額

（円）

（分配落）

純資産総額

（円）

（分配付）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配落）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配付）

第１期計算期間末 (平成15年９月22日)1,297,397,7241,297,397,7240.98300.9830

第２期計算期間末 (平成16年３月22日)1,541,632,5651,571,950,4551.01701.0370

第３期計算期間末 (平成16年９月21日)1,806,846,8411,820,294,8581.00771.0152

第４期計算期間末 (平成17年３月22日)2,261,943,9482,326,668,6131.04841.0784

第５期計算期間末 (平成17年９月20日)2,740,756,4942,767,709,0151.01691.0269

第６期計算期間末 (平成18年３月20日)2,685,737,8232,685,737,8230.98800.9880

第７期計算期間末 (平成18年９月20日)2,803,274,7042,831,064,1441.00881.0188

第８期計算期間末 (平成19年３月20日)2,746,663,1742,879,661,2721.03261.0826

第９期計算期間末 (平成19年９月20日)2,768,473,3712,823,237,3131.01111.0311

第10期計算期間末(平成20年３月21日)2,365,876,1092,365,876,1090.91630.9163

第11期計算期間末(平成20年９月22日)1,964,199,6231,964,199,6230.82500.8250

第12期計算期間末(平成21年３月23日)1,706,316,0401,706,316,0400.77680.7768

第13期計算期間末(平成21年９月24日)1,561,565,8491,561,565,8490.72030.7203

第14期計算期間末(平成22年３月23日)1,426,999,5141,426,999,5140.74110.7411

第15期計算期間末(平成22年９月21日)873,032,138873,032,1380.72800.7280

平成21年10月末日 1,468,556,849 － 0.7214 －

平成21年11月末日 1,465,508,550 － 0.7315 －

平成21年12月末日 1,456,394,500 － 0.7376 －
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平成22年１月末日 1,422,935,847 － 0.7268 －

平成22年２月末日 1,423,264,561 － 0.7336 －

平成22年３月末日 999,026,536 － 0.7415 －

平成22年４月末日 1,079,188,634 － 0.7442 －

平成22年５月末日 979,818,960 － 0.7408 －

平成22年６月末日 955,532,422 － 0.7447 －

平成22年７月末日 922,506,580 － 0.7354 －

平成22年８月末日 872,677,762 － 0.7182 －

平成22年９月末日 866,473,775 － 0.7267 －

平成22年10月末日 900,279,715 － 0.7330 －

②【分配の推移】

期 １口当たりの分配金（円）

第１期 0.0000

第２期 0.0200

第３期 0.0075

第４期 0.0300

第５期 0.0100

第６期 0.0000

第７期 0.0100

第８期 0.0500

第９期 0.0200

第10期 0.0000

第11期 0.0000

第12期 0.0000

第13期 0.0000

第14期 0.0000

第15期 0.0000

③【収益率の推移】

期 収益率（％）

第１期 △ 1.7

第２期 5.5

第３期 △ 0.2

第４期 7.0

第５期 △ 2.1
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第６期 △ 2.8

第７期 3.1

第８期 7.3

第９期 △ 0.1

第10期 △ 9.4

第11期 △10.0

第12期 △ 5.8

第13期 △ 7.3

第14期 2.9

第15期 △ 1.8

第２【財務ハイライト情報】

＜更新後＞

（1）下記の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、並びに注記表は「第三部　ファンドの詳細情報　第４　

ファンドの経理状況　１　財務諸表」に記載された情報を抜粋して記載したものであります。

（2）当ファンドの財務諸表は、新日本有限責任監査法人による監査を受けており、その監査報告書は、

「第三部　ファンドの詳細情報　第４　ファンドの経理状況」に添付されております。

（3）当ファンドの計算期間は６ヵ月であるため、財務諸表は６ヵ月ごとに作成しております。

ユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラル

（1）【貸借対照表】

区分

第14期

（平成22年３月23日現在）

第15期

（平成22年９月21日現在）

金額（円） 金額（円）

資産の部

流動資産

コール・ローン 16,152,391 17,227,040

投資信託受益証券 1,421,983,738 861,979,399

未収利息 35 49

流動資産合計 1,438,136,164 879,206,488

資産合計 1,438,136,164 879,206,488

負債の部

流動負債

未払解約金 2,619,671 －

未払受託者報酬 300,483 202,395

未払委託者報酬 6,760,787 4,553,870

その他未払費用 1,455,709 1,418,085

流動負債合計 11,136,650 6,174,350
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負債合計 11,136,650 6,174,350

純資産の部

元本等

元本 1,925,503,467 1,199,222,703

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △498,503,953 △326,190,565

（分配準備積立金） 1,447,167 819,447

元本等合計 1,426,999,514 873,032,138

純資産合計 1,426,999,514 873,032,138

負債純資産合計 1,438,136,164 879,206,488

（2）【損益及び剰余金計算書】

区分

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

金額（円） 金額（円）

営業収益

受取利息 11,926 17,288

有価証券売買等損益 49,972,965 △10,004,339

営業収益合計 49,984,891 △9,987,051

営業費用

受託者報酬 300,483 202,395

委託者報酬 6,760,787 4,553,870

その他費用 1,455,709 1,418,085

営業費用合計 8,516,979 6,174,350

営業利益又は営業損失（△） 41,467,912 △16,161,401

経常利益又は経常損失（△） 41,467,912 △16,161,401

当期純利益又は当期純損失（△） 41,467,912 △16,161,401

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又

は

一部解約に伴う当期純損失金額の分配額

（△）

1,533,677 △591,836

期首剰余金又は期首欠損金（△） △606,252,836 △498,503,953

剰余金増加額又は欠損金減少額 83,765,864 222,682,217

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は

欠損金減少額
83,765,864 222,682,217

剰余金減少額又は欠損金増加額 15,951,216 34,799,264

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は

欠損金増加額
15,951,216 34,799,264

分配金 － －

期末剰余金又は期末欠損金（△） △498,503,953 △326,190,565

＜注記表＞
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項目

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

１．有価証券の

評価基準およ

び評価方法

投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価して

おります。時価評価にあたっては、投資信

託受益証券の基準価額に基づいて評価し

ております。

投資信託受益証券

同左

２．その他財務

諸表作成のた

めの基本とな

る重要な事項

計算期間末日の取扱い

平成21年９月20日、その翌日、翌々日及

び平成21年９月23日が休日のため、前計

算期間末日を平成21年９月24日としてお

り、平成22年３月20日、その翌日及び翌々

日が休日のため、当計算期間末日を平成

22年３月23日としております。このため、

当計算期間は180日となっております。

計算期間末日の取扱い

平成22年３月20日、その翌日及び翌々

日が休日のため、前計算期間末日を平成

22年３月23日としており、平成22年９月

20日が休日のため、当計算期間末日を平

成22年９月21日としております。このた

め、当計算期間は182日となっておりま

す。

第三部【ファンドの詳細情報】

第４【ファンドの経理状況】

＜更新後＞

（1）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）（以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の２の規定により、「投資

信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信託財産計算規則」と

いう。）に基づいて作成しております。

なお、財務諸表等規則は、平成20年８月７日付内閣府令第50号により改正されておりますが、第14

期計算期間（平成21年９月25日から平成22年３月23日まで）については内閣府令第50号附則第２

条第１項第１号により、改正前の財務諸表等規則に基づき作成しており、第15期計算期間（平成22

年３月24日から平成22年９月21日まで）については改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

また、投資信託財産計算規則は、平成21年６月24日付内閣府令第35号により改正されております

が、第14期計算期間（平成21年９月25日から平成22年３月23日まで）については内閣府令第35号附

則第16条第２項により、改正前の投資信託財産計算規則に基づき作成しており、第15期計算期間

（平成22年３月24日から平成22年９月21日まで）については改正後の投資信託財産計算規則に基

づいて作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（2）当ファンドの計算期間は６ヵ月であるため、財務諸表は６ヵ月ごとに作成しております。

（3）当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第14期計算期間（平成21年９月

25日から平成22年３月23日まで）及び第15期計算期間（平成22年３月24日から平成22年９月21日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。
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1【財務諸表】
　　　　　　　　　　　　　　　ユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラル

(1)【貸借対照表】
（単位：円）

第14期
（平成22年３月23日現在）

第15期
（平成22年９月21日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン 16,152,391 17,227,040

投資信託受益証券 1,421,983,738 861,979,399

未収利息 35 49

流動資産合計 1,438,136,164 879,206,488

資産合計 1,438,136,164 879,206,488

負債の部

流動負債

未払解約金 2,619,671 －

未払受託者報酬 300,483 202,395

未払委託者報酬 6,760,787 4,553,870

その他未払費用 1,455,709 1,418,085

流動負債合計 11,136,650 6,174,350

負債合計 11,136,650 6,174,350

純資産の部

元本等

元本 1,925,503,467 1,199,222,703

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △498,503,953 △326,190,565

（分配準備積立金） 1,447,167 819,447

元本等合計 1,426,999,514 873,032,138

純資産合計 1,426,999,514 873,032,138

負債純資産合計 1,438,136,164 879,206,488
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(2)【損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第14期
自　平成21年９月25日
至　平成22年３月23日

第15期
自　平成22年３月24日
至　平成22年９月21日

営業収益

受取利息 11,926 17,288

有価証券売買等損益 49,972,965 △10,004,339

営業収益合計 49,984,891 △9,987,051

営業費用

受託者報酬 300,483 202,395

委託者報酬 6,760,787 4,553,870

その他費用 1,455,709 1,418,085

営業費用合計 8,516,979 6,174,350

営業利益又は営業損失（△） 41,467,912 △16,161,401

経常利益又は経常損失（△） 41,467,912 △16,161,401

当期純利益又は当期純損失（△） 41,467,912 △16,161,401

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△）

1,533,677 △591,836

期首剰余金又は期首欠損金（△） △606,252,836 △498,503,953

剰余金増加額又は欠損金減少額 83,765,864 222,682,217

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

83,765,864 222,682,217

剰余金減少額又は欠損金増加額 15,951,216 34,799,264

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

15,951,216 34,799,264

分配金 － －

期末剰余金又は期末欠損金（△） △498,503,953 △326,190,565
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（3）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項目

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

１．有価証券の評価基

準および評価方法

投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価し

ております。時価評価にあたっては、投

資信託受益証券の基準価額に基づいて

評価しております。

投資信託受益証券

同左

２．その他財務諸表作

成のための基本とな

る重要な事項

計算期間末日の取扱い

平成21年９月20日、その翌日、翌々日

及び平成21年９月23日が休日のため、

前計算期間末日を平成21年９月24日と

しており、平成22年３月20日、その翌日

及び翌々日が休日のため、当計算期間

末日を平成22年３月23日としておりま

す。このため、当計算期間は180日と

なっております。

計算期間末日の取扱い

平成22年３月20日、その翌日及び

翌々日が休日のため、前計算期間末日

を平成22年３月23日としており、平成

22年９月20日が休日のため、当計算期

間末日を平成22年９月21日としており

ます。このため、当計算期間は182日と

なっております。

（貸借対照表に関する注記）

項目
第14期

（平成22年３月23日現在）

第15期

（平成22年９月21日現在）

１．投資信託財産に係る期首元本額、期中

追加設定元本額および期中一部解約元

本額

期首元本額 2,167,818,685円1,925,503,467円

期中追加設定元本額 57,213,296円 133,719,249円

期中一部解約元本額 299,528,514円 860,000,013円

２．元本の欠損

貸借対照表上の純資産額が

元本総額を下回っており、そ

の差額は498,503,953円であ

ります。

貸借対照表上の純資産額が

元本総額を下回っており、そ

の差額は326,190,565円であ

ります。

３．計算期間末日における受益権の総数 1,925,503,467口1,199,222,703口

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

項目

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

分配金の計算過程

費用控除後の配当等収益額 10,223円 0円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価

証券売買等損益額
0円 0円

収益調整金額 13,579,259円 8,539,163円
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分配準備積立金額 1,436,944円 819,447円

当ファンドの分配対象収益額 15,026,426円 9,358,610円

当ファンドの期末残存口数 1,925,503,467口1,199,222,703口

1万口当たり収益分配対象額 78.03円 78.02円

1万口当たり分配金額 0円 0円

収益分配金金額 0円 0円

（金融商品に関する注記）

項目

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

１．金融商品の状況に

関する事項

― ・金融商品に対する取組方針

当ファンドは、投資信託及び投資法人

に関する法律第２条第４項に定める証

券投資信託であり、信託約款に規定す

る運用の基本方針に従い、有価証券等

の金融商品に対して投資として運用す

ることを目的としております。

― ・金融商品の内容およびその金融商品

に係るリスク

当ファンドが保有する金融商品の種類

は、有価証券、コール・ローン等の金銭

債権及び金銭債務であります。

当ファンドが保有する有価証券の詳細

は「(有価証券関係に関する注記)」に

記載しております。これらは、価格変動

リスク、為替変動リスク、金利変動リス

クなどの市場リスク、信用リスク、及び

流動性リスクに晒されております。

― ・金融商品に係るリスク管理体制

委託会社においてはリスク管理に関す

る委員会を設け、信託約款等の遵守状

況や、市場リスク、信用リスク及び流動

性リスク等のモニタリングを行い、そ

の結果に基づき運用部門その他関連部

署への管理を行っております。

― ・金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては

一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当

該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等

に関する事項

― ・貸借対照表計上額、時価及びその差

額

貸借対照表上の金融商品は、原則とし

てすべて時価評価されているため、貸

借対照表計上額と時価との差額はあり

ません。

― ・時価の算定方法

投資信託受益証券

「(重要な会計方針に係る事項に関

する注記)」に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務

これらの科目は短期間で決済される

ため、帳簿価額は時価と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

（有価証券関係に関する注記）

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等

種類

第14期

自　平成21年９月25日

至　平成22年３月23日

貸借対照表計上額

（円）

当計算期間の損益に

含まれた評価差額

（円）

投資信託受益証券 1,421,983,73848,913,182

合計 1,421,983,73848,913,182

売買目的有価証券

種類

第15期

自　平成22年３月24日

至　平成22年９月21日

損益に含まれた評価差額（円）

投資信託受益証券 △9,778,763

合計 △9,778,763

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

（１口当たり情報）

項目
第14期

（平成22年３月23日現在）

第15期

（平成22年９月21日現在）
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１口当たり純資産の額 0.7411円 0.7280円

(1万口当たり) (7,411円) (7,280円)

（4）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

①　株式

該当事項はありません。

②　株式以外の有価証券

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

投資信託受益証券 日本円 ユナイテッド日本債券ベビーファ

ンド（適格機関投資家向け）
27,732,52229,180,159

ニチ・ベイ　マーケット　ニュート

ラル　ファンド
83,960832,799,240

合計 27,816,482861,979,399

　（注）投資信託受益証券における券面総額欄の数値は、証券数を表示しております。

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。

（参考）

　当ファンドは「ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）」投資信託受益証券及

び「ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンド」（ケイマン籍）投資信託受益証券を主要投資対

象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「投資信託受益証券」は、これら投資信託の受益証券

です。また、「ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）」は「ユナイテッド日本債

券マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資

信託受益証券」はすべて同親投資信託の受益証券です。

　なお、以下に記載した情報は、本邦における当ファンドの監査の対象外です。

ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの状況

貸借対照表

区分
（平成22年３月18日現在）（平成22年９月16日現在）

金額（円） 金額（円）

資産の部

流動資産

株式 1,340,834,200 875,611,450

エクイティ・スワップ評価差額 1,447,021 11,602,375

未収配当金 852,546 555,631

未収利息 312,305 152,349

差入保証金 1,382,505,492 903,558,626

その他未収収益 19,610 －
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流動資産合計 2,725,971,174 1,791,480,431

資産合計 2,725,971,174 1,791,480,431

負債の部

流動負債

株式空売証券 1,310,536,800 878,879,200

未払金 9 9

未払利息 613,835 324,766

未払配当金 2,330,607 565,707

未払投資顧問報酬 2,546,293 1,791,680

未払管理事務代行報酬 1,582,235 1,602,793

未払監査費用 1,514,191 1,989,059

未払保管報酬 522,944 312,928

未払受託報酬 277,049 238,737

その他未払費用 － 23,382

流動負債合計 1,319,923,963 885,728,261

負債合計 1,319,923,963 885,728,261

純資産の部

元本等

元本 1,389,000,000 901,000,000

剰余金

　剰余金又は欠損金（△） 17,047,211 4,752,170

元本等合計 1,406,047,211 905,752,170

純資産合計 1,406,047,211 905,752,170

負債純資産合計 2,725,971,174 1,791,480,431

（注１）「ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンド」の計算期間は、原則として、毎年１月１日

から12月31日までであり、当ファンドの計算期間とは異なります。上記の貸借対照表は、平成22

年３月18日及び平成22年９月16日現在における当該投資信託の状況であります。

（注２）当該投資信託は、英領西インド諸島ケイマン籍の契約型外国私募投資信託であり、上記の貸借対

照表は、当該投資信託の直近入手可能な財務情報を翻訳・要約したものであります。

　重要な会計方針

項目
自　平成21年９月18日

至　平成22年３月18日

自　平成22年３月19日

至　平成22年９月16日

１．有価証券の評価基

準および評価方法

株式は先入先出法に基づき、以下のと

おり原則として時価で評価していま

す。

株式は先入先出法に基づき、以下のと

おり原則として時価で評価していま

す。

・金融商品取引所等に上場されている

有価証券

・金融商品取引所等に上場されている

有価証券
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金融商品取引所等に上場されてい

る有価証券は、原則として金融商品

取引所等における直近入手可能日の

最終相場で評価しています。

直近入手可能日に当該金融商品取

引所等の最終相場がない場合には、

株式の保有銘柄については当該直近

入手可能日における最終の買気配相

場、株式空売証券の保有銘柄につい

ては当該直近入手可能日の最終の売

気配相場で評価しています。

同左

・金融商品取引所等に上場されていな

い有価証券

・金融商品取引所等に上場されていな

い有価証券

当該有価証券については、原則と

して、信託会社若しくは信託会社が

十分な能力を有すると判断する第三

者が忠実義務に基づいて合理的事由

をもって時価と認めた価額で評価し

ています。

同左

・時価が入手できなかった有価証券 ・時価が入手できなかった有価証券

適正な評価額を入手できなかった

場合又は入手した評価額が時価と認

定できない事由が認められた場合

は、信託会社若しくは信託会社が十

分な能力を有すると判断する第三者

が忠実義務に基づいて合理的事由を

もって時価と認めた価額で評価して

います。

同左

２．収益及び費用の計

上基準

受取配当金の計上基準

　原則として、株式の配当落ち日におい

て、その金額が確定している場合には

当該金額を計上し、未だ確定していな

い場合には入金日基準で計上しており

ます。

受取配当金の計上基準

同左

３．デリバティブの評

価基準および評価方

法

(1)　エクイティ・スワップ取引

エクイティ・スワップ取引は、原則

として、直近入手可能日において、当該

取引を行った取引金融商品取引業者か

ら入手する価額で評価しております。

(1)　エクイティ・スワップ取引

同左

(2)　為替予約取引

為替予約取引は、原則として、直近入

手可能日において、当該取引と同額お

よび同期日の取引を行ったとした場合

の為替予約レートを基に評価しており

ます。

(2) 為替予約取引

同左
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４．その他財務諸表作

成のための基本とな

る重要な事項

外貨建取引等の処理基準

　外貨建取引については、取引発生時の

外国通貨の額をもって記録する方法を

採用しております。外貨建資産は、原則

として、直近入手可能日において、信託

会社が実勢を反映していると判断する

外国為替相場で円換算しております。

外貨建取引等の処理基準

　同左

２【ファンドの現況】

＜更新後＞

以下は平成22年10月29日現在のファンドの純資産額計算書です。

【純資産額計算書】

Ⅰ　資産総額 901,458,415円

Ⅱ　負債総額 1,178,700円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 900,279,715円

Ⅳ　発行済数量 1,228,131,742口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.7330円

１．ニチ・ベイ　マーケット　ニュートラル　ファンドの純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 1,676,576,053円

Ⅱ　負債総額 798,965,354円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 877,601,699円

Ⅳ　発行済数量 87,306口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 10,052円

２．ユナイテッド日本債券ベビーファンド（適格機関投資家向け）の純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 645,435,864円

Ⅱ　負債総額 517,507円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 644,918,357円

Ⅳ　発行済数量 609,409,952口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0583円

＜親投資信託受益証券の現況＞

ユナイテッド日本債券マザーファンドの純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 637,298,899円

Ⅱ　負債総額 2,115円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 637,296,784円

Ⅳ　発行済数量 548,624,400口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1616円
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第５【設定及び解約の実績】

＜更新後＞

計算期間 設定数量（口） 解約数量（口）

第１期 1,324,567,231 4,772,457

第２期 215,563,456 19,463,683 

第３期 299,989,408 22,814,951 

第４期 390,034,485 25,614,648 

第５期 587,579,424 49,816,156 

第６期 285,806,969 262,618,713 

第７期 184,279,834 123,776,158 

第８期 150,767,360 269,749,433 

第９期 290,574,382 212,339,202 

第10期 87,097,731 243,282,695 

第11期 24,650,556 225,745,078

第12期 24,198,165 208,572,378

第13期 95,420,556 124,145,320

第14期 57,213,296 299,528,514

第15期 133,719,249 860,000,013

（注１）本邦外における設定、解約の実績はありません。

（注２）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。

第四部【特別情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

（1）資本金の額等

＜訂正前＞

平成22年４月30日現在の委託会社の資本金の額： 1,155,000,000円

委託会社が発行する株式総数： 6,400株

発行済株式総数： 4,600株

最近５年間における資本金の額の増減： 平成17年11月29日に 25,000,000円の増資

平成18年12月 7日に150,000,000円の増資

平成19年11月30日に250,000,000円の増資

平成21年11月30日に125,000,000円の増資

＜訂正後＞

平成22年10月31日現在の委託会社の資本金の額： 1,155,000,000円

委託会社が発行する株式総数： 6,400株

発行済株式総数： 4,600株

最近５年間における資本金の額の増減： 平成18年12月 7日に150,000,000円の増資

平成19年11月30日に250,000,000円の増資

平成21年11月30日に125,000,000円の増資

EDINET提出書類

ユナイテッド投信投資顧問株式会社(E11776)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

24/43



（2）委託会社等の機構

＜訂正前＞

①　平成22年４月30日現在、委託会社の機構は次の通りとなっております。委託会社の取締役は３名以

上５名以内、監査役は３名以上４名以内とし、株主総会で選任されます。取締役の選任決議は、累積投

票によらないものとします。取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までとし、補欠又は増員により選任された取締役の任期は、退任し

た取締役または他の在任取締役の任期の満了すべき時までとします。委託会社の業務上重要な事項

は、取締役会の決議により決定します。取締役会は、その決議により会長、社長、副社長、専務取締役お

よび常務取締役を選任することができます。

＜訂正後＞

①　平成22年10月31日現在、委託会社の機構は次の通りとなっております。委託会社の取締役は３名以

上５名以内、監査役は３名以上４名以内とし、株主総会で選任されます。取締役の選任決議は、累積投

票によらないものとします。取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までとし、補欠又は増員により選任された取締役の任期は、退任し

た取締役または他の在任取締役の任期の満了すべき時までとします。委託会社の業務上重要な事項

は、取締役会の決議により決定します。取締役会は、その決議により会長、社長、副社長、専務取締役お

よび常務取締役を選任することができます。

２【事業の内容及び営業の概況】

（略）

＜訂正前＞

平成22年４月30日現在、委託会社が、運用する投資信託（総ファンド数49本、純資産総額79,912百万円。

ただし、親投資信託は除きます。）は以下の通りです。

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 48 79,731

単位型株式投資信託 1 181

合計 49 79,912

純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、表中の個々の

数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。

＜訂正後＞

平成22年10月29日現在、委託会社が、運用する投資信託（総ファンド数54本、純資産総額81,556百万円。

ただし、親投資信託は除きます。）は以下の通りです。

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 51 78,897

単位型株式投資信託 3 2,658

合計 54 81,556

純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、表中の個々の

数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。
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３【委託会社等の経理状況】
<更新後> 

1.　財務諸表の作成方法について

委託会社であるユナイテッド投信投資顧問株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣

府令第52号）により作成しております。

なお、前事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

2.　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月

31日まで）及び当事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

3.　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、変更等について的確に対応することができる体制を整備

するため、新日本有限責任監査法人が主催する研修会等に積極的に参加しており、また、会計基準等の情報

交換も密に行っております。

財務諸表

（1）【貸借対照表】

　　　　　　（単位：千円）

前事業年度 当事業年度  

（平成21年3月31日） （平成22年3月31日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 446,666 514,170 

前払費用 11,131 11,254 

未収委託者報酬 53,764 62,134 

未収収益 35,865 37,838 

立替金 25,573 24,123 

未収消費税等 10,507 －  

その他 34 10 

流動資産計 583,544 649,531 

固定資産  

有形固定資産  

建物附属設備（純額） *1 10,540 8,789 

器具備品（純額） *1 3,130 2,742 

リース資産（純額） *1 1,600 1,051 

有形固定資産計 15,271 12,584 
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無形固定資産  

ソフトウェア *1 261 3,198 

電話加入権 1,294 1,294 

無形固定資産計 1,556 4,493 

投資その他の資産  

投資有価証券 － 998 

破産更生債権等 － 2,459 

長期差入保証金 22,760 22,760 

長期前払費用 1,701 1,315 

貸倒引当金 － △2,459 

投資その他の資産計 24,462 25,074 

固定資産合計 41,290 42,152 

資産合計 624,834 691,684 

負債の部  

流動負債  

預り金 16,501 11,133 

未払金 24,235 13,468 

未払手数料 24,057 23,252 

リース債務 560 585 

未払費用 1,743 4,706 

未払委託調査費 45,823 93,118 

未払法人税等 2,268 2,556 

未払消費税等 － 953 

前受収益 815 815 

賞与引当金 ― 9,000 

流動負債計 116,005 159,590 

　固定負債  

　リース債務 1,143 558 

　長期未払金 2,666 2,666 

　長期前受収益 3,593 2,777 

固定負債計 7,403 6,002 

負債合計 123,409 165,593 

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,030,000 1,155,000 

資本剰余金 125,000 

資本準備金 ― 125,000 

資本剰余金合計 ― 125,000 

利益剰余金  

その他利益剰余金  
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繰越利益剰余金 △528,574 △753,907 

利益剰余金合計 △528,574 △753,907 

株主資本合計 501,425 526,092 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 － △1  

評価・換算差額等合計 － △1  

純資産合計 501,425 526,090 

負債・純資産合計 624,834 691,684 

（2）【損益計算書】

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

至 平成21年3月31日） 至 平成22年3月31日）

営業収益

委託者報酬 571,325 614,791

投資助言報酬 5,491 13,179

運用受託報酬 88,786 128,040

投資兼業報酬 11,983 9,268

営業収益計 677,587 765,279

営業費用

支払手数料 221,224 210,018

広告宣伝費 4,178 5,279

調査費 46,275 49,990

　委託調査費 132,586 187,290

　図書費 624 649

　委託計算費 1,742 1,827

通信費 9,161 3,301

印刷費 10,075 11,349

諸会費 1,768 2,088

営業費用計 427,638 471,796

一般管理費

給料・手当 274,503 265,682

役員報酬 14,142 4,800

貸倒引当金繰入額 ― 2,459

賞与 891 ―

賞与引当金繰入額 ― 9,000

租税公課 3,097 3,068

不動産賃借料 34,070 34,070

退職給付費用 7,703 7,900

固定資産減価償却費 4,612 3,602

消耗器具備品費 4,489 5,008

機器賃借料 63,871 61,726

法律専門家報酬 811 2,405

新人採用費 7,160 12,168
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諸経費 111,413 104,885

一般管理費計 526,766 516,779

営業損失 276,818 223,295

営業外収益

受取利息 0 402

その他営業外収益 *1 1,108 1,382

営業外収益計 1,109 1,785

営業外費用

支払利息 ― 61

為替差損 65 ―

株式交付費 ― 941

その他営業外費用 *2 1,876 770

営業外費用計 1,942 1,772

経常損失 277,651 223,283

特別損失

固定資産廃棄損 130 ―

特別退職加算金 13,002 1,100

リース会計基準の適用に伴う影響額 147 ―

特別損失計 13,280 1,100

税引前当期純損失 290,931 224,383

法人税、住民税及び事業税 950 950

当期純損失 291,881 225,333

（3）【株主資本等変動計算書】

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

至 平成21年3月31日） 至 平成22年3月31日）

株主資本

資本金

前期末残高 1,030,000 1,030,000

当期変動額

新株の発行 － 125,000

　　当期変動額合計 － 125,000

当期末残高 1,030,000 1,155,000

　資本剰余金

資本準備金

　　　前期末残高 250,000 －

　　　当期変動額

資本準備金の取崩（欠損填補） △250,000 －

　新株の発行 － 125,000

　当期変動額合計 △250,000 125,000

　　　当期末残高 － 125,000

資本剰余金合計

　　　前期末残高 250,000 －

　　　当期変動額
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　　　　資本準備金の取崩（欠損填補） △250,000 －

　　　　新株の発行 － 125,000

　　　　当期変動額合計 △250,000 125,000

　　当期末残高 － 125,000

利益剰余金

　その他利益剰余金

　　繰越利益剰余金

　　　前期末残高 △486,693 △528,574

　　　当期変動額

　　　　当期純損失 △291,881 △225,333

　　　　資本準備金の取崩（欠損填補） 250,000 －

　　　　当期変動額合計 △41,881 △225,333

　　　当期末残高 △528,574 △753,907

　利益剰余金合計

　　前期末残高 △486,693 △528,574

　　当期変動額

　　　当期純損失 △291,881 △225,333

　　　資本準備金の取崩（欠損填補） 250,000 －

　　　当期変動額合計 △41,881 △225,333

　　当期末残高 △528,574 △753,907

株主資本合計

前期末残高 793,306 501,425

当期変動額

新株の発行 － 250,000

当期純損失 △291,881 △225,333

当期変動額合計 △291,881 24,666

当期末残高 501,425 526,092

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1

当期変動額合計 － △1

当期末残高 － △1

純資産合計

前期末残高 793,306 501,425

当期変動額

新株の発行 － 250,000

当期純損失 △291,881 △225,333

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △1

当期変動額合計 △291,881 24,666

当期末残高 501,425 526,090

重要な会計方針

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日
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　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

1.有価証券の評価基準
及び評価方法

（1）その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価
法により評価しております。
(評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）

　

2.固定資産の減価償却
の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）
主に定率法を採用しております。

（1）有形固定資産（リース資産を除
く）

同　　左

（2）無形固定資産
自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（5年）に基づく定
額法を採用しております。

（2）無形固定資産

同　　左

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

（3）リース資産

同　　左

3.繰延資産の処理方法 株式交付費

　 　　　 支払時に全額費用処理しております。

4.引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
よる計算額と貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金 （2）賞与引当金
従業員賞与の支払に備えるため、支給
見込額に基づき計上しております。　

5.その他財務諸表作成
のための重要な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によってお
ります。

消費税等の会計処理
同　　左

会計方針の変更

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）
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（リース取引に関する会計基準）

当会計期間から平成19年3月30日改正の「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計

基準適用指針第16号）を適用しております。これに

よる損益への影響は軽微であります。

また、財務諸表等規則の改正により、有形固定資産

が1,600千円、流動負債が560千円、固定負債が1,143

千円増加しております。

表示方法の変更

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

「未収消費税等」は、前事業年度において流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、資産

の総額の100分の1を超えたため、区分掲記すること

といたしました。なお、前事業年度の流動資産の「そ

の他」に含まれている「未収消費税等」の金額は

6,546千円であります。

前事業年度までは「その他営業収益」として表示し

ていたものは、当事業年度から「投資兼業報酬」と

して表示しております。

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

＊1　固定資産の減価償却累計額は次の通りでありま

す。

＊1　固定資産の減価償却累計額は次の通りでありま

す。

（1）有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備 10,764千円建物附属設備 12,633千円

器具備品 5,851千円器具備品 6,430千円

リース資産 548千円 リース資産 1,097千円

（2）無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウエア 3,962千円

（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

＊1　その他営業外収益 ＊1　その他営業外収益

賃借料過剰請求による戻り額 435千円 事業税確定還付金 525千円

消費税確定還付加算金 93千円 消費税確定還付加算金 219千円
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その他営業外収益 580千円 確定拠出年金事業主返還金 487千円

その他営業外収益 150千円

＊2　その他営業外費用 ＊2　その他営業外費用

業務処理過誤により発生した費用 業務処理過誤により発生した費用

1,347千円 284千円

立替印刷費誤算回収不能額 437千円 立替印刷費誤算回収不能額 485千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：株）

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式

　　普通株式 4,100 ― ― 4,100

　　合　　計 4,100 ― ― 4,100

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：株）

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式

　　普通株式 4,100 500 ― 4,600

　　合　　計 4,100 500 ― 4,600

（注）普通株式の発行済株式総数の増加500株は、株主割当による新株の発行による増加であります。

（リース取引関係）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

（通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの）

（借主側）

①リース資産の内容

有形固定資産

　　器具備品

②リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

して算定する方法によっております。

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

（通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの）

（借主側）

①リース資産の内容

有形固定資産

同　　左

②リース資産の減価償却の方法

同　　左

（金融商品に関する注記）

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

（追加情報）
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当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用し

ております。

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、現状、資金運用については短期的な預金等を中心に行っております。また、借入等による資金調達

は行っておりません。当社は、デリバティブ取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収委託者報酬及び未収収益は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し

ては、経理規程に従い、常に取引先毎の残高を把握し、管理に万全を期す体制をとっております。

投資有価証券である投資信託受益証券は、主に自己設定による目的で保有しております。市場価格の変動

リスクに晒されていますが、これは、早期に売却する予定のものであるため、リスクは僅少であります。

営業債務である未払委託者調査費は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

（1）現金及び預金 514,170 514,170 －

（2）未収委託者報酬 62,134 62,134 －

（3）未収収益 37,838 37,838 －

（4）投資有価証券

　　　　その他有価証券 998 998 －

（5）未払委託調査費 (93,118) (93,118) －

（＊）負債に計上されているものは、（　）で示しています。

（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）未収委託者報酬及び（3）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。

（4） 投資有価証券

すべて投資信託受益証券であり、投資信託受益証券は、基準価額で評価しております。

（5） 未払委託調査費

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

　　該当事項ありません。

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

1．その他有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
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貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価をこえるもの

株式 － － －

債権 － － －

その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が
取得原価をこえないもの

　株式 － － －

　債権 － － －

　その他 998 1,000 1

小計 998 1,000 1

合計 998 1,000 1

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

　　該当事項ありません。

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

　　該当事項ありません。

（退職給付関係）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社は確定拠出年金制度を採用しております。

２．退職給付費用に関する事項
　　確定拠出年金への掛金支払額　 7,703千円
　　退職給付費用　　　　　　　　 7,703千円
他に特別退職加算金13,002千円を計上して
おります。

１．採用している退職給付制度の概要
同　　左

２．退職給付費用に関する事項
　　確定拠出年金への掛金支払額　　7,900千円
　　退職給付費用　　　　　　　　　7,900千円
　　他に特別退職加算金1,100千円を計上して
　　おります。

（税効果会計関係）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産 繰延税金資産

繰越欠損金 54,233繰越欠損金 127,146

未払事業税 536未払事業税 653

確定退職金未払否認 6,377確定退職金未払否認 1,085
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減価償却超過額
繰延税金資産小計
評価性引当金

616
61,764
(61,764)

減価償却超過額
賞与引当金
貸倒引当金

547
3,663
1,001

繰延税金資産合計 － その他 983

繰延税金負債 － 繰延税金資産小計
評価性引当金

135,081
(135,081)繰延税金資産の純額 －

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 －

繰延税金資産の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主要な項目別の
内訳

税引前当期純損失を計上したため、記載して

おりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主要な項目別の
内訳

同　　左

（関連当事者情報）

前事業年度（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

1．関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

種類
会社等の

名称
住所

資本金

又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事

者との

関係

取引の内容 取引金額 科目
期末

残高

親会社

日本アジア

ホールディ

ングズ㈱

東京都

千代田区

2,641

百万円

投資

事業

被所有

直接100％

経営管理

役員の

兼任

資金の貸付

資金の回収

貸付金利息

の

受取

400,000千円

400,000千円

385千円

― ―

(注)　1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　親会社情報

　　　　日本アジアグループ㈱（東京証券取引所に上場）

　　　　日本アジアホールディングズ㈱（非上場）

（1株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

（自 平成20年4月 1日 （自 平成21年4月 1日

　　至 平成21年3月31日） 　　至 平成22年3月31日）

1株当たり純資産額 122,298円89銭1株当たり純資産額 114,367円55銭

1株当たり当期純損失金額 71,190円58銭1株当たり当期純損失金額 52,808円36銭
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なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

同　　左

1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎 1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 291,881千円損益計算書上の当期純損失 225,333千円

普通株式に係る当期純損失 291,881千円普通株式に係る当期純損失 225,333千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 4,100株普通株式の期中平均株式数 4,267株

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

　　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（1）受託会社

＜訂正前＞

①　名称

株式会社りそな銀行

②　資本金の額（平成22年３月31日現在）

279,928百万円

③　事業の内容

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に

基づき信託業務を営んでいます。

＜再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　51,000百万円（平成22年３月31日現在）

事業の内容　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律

に基づき、信託業務を営んでいます。

＜訂正後＞

①　名称

株式会社りそな銀行

②　資本金の額（平成22年９月30日現在）

279,928百万円

③　事業の内容

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に

基づき信託業務を営んでいます。

＜再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　51,000百万円（平成22年９月30日現在）

事業の内容　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律

に基づき、信託業務を営んでいます。

（2）販売会社

＜訂正前＞

名称
資本金の額

（平成22年３月31日現在）
事業の内容

株式会社荘内銀行 14,200百万円
銀行法に基づき銀行業を営んでい

ます。

中央三井信託銀行株式会社 399,697百万円

銀行法に基づき銀行業を営むとと

もに、金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律（兼営法）に基づき、

信託業務を営んでいます。

＜訂正後＞

名称
資本金の額

（平成22年９月30日現在）
事業の内容
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株式会社荘内銀行 14,200百万円
銀行法に基づき銀行業を営んでい

ます。
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独立監査人の監査報告書

平成２２年５月２１日

ユナイテッド投信投資顧問株式会社

　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　小西　文夫　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　樽本　修平　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン

ドの経理状況」に掲げられているユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラルの平成２１年９月

２５日から平成２２年３月２３日までの第１４期計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及

び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラルの平成２２年３月２３日現在の信託財産の

状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　ユナイテッド投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）1.上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

2.財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ
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独立監査人の監査報告書

平成２１年６月１０日

ユナイテッド投信投資顧問株式会社

　取締役会　　御　中

　　　

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 小　西　文　夫　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 樽　本　修　平　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託

会社等の経理状況」に掲げられているユナイテッド投信投資顧問株式会社の平成２０年４月１日か

ら平成２１年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含

んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、ユナイテッド投信投資顧問株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。
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独立監査人の監査報告書

平成２２年１１月１９日

ユナイテッド投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　　小西　文夫　　印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　　三宅　孝典　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン

ドの経理状況」に掲げられているユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラルの平成２２年３月

２４日から平成２２年９月２１日までの第１５期計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及

び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ユナイテッド日米株式マーケット・ニュートラルの平成２２年９月２１日現在の信託財産の

状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　ユナイテッド投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）1. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

が別途保管しております。

2. 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ
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独立監査人の監査報告書

平成２２年６月１５日

ユナイテッド投信投資顧問株式会社

　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　　小西　文夫　　印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　　樽本　修平　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているユナイテッド投信投資顧問株式会社の平成２１年４月１日から平

成２２年３月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主

資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ユナイテッド投信投資顧問株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。
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